
 

 
 

平成 22（2010）年 6 月 29 日 

 
 
 
 

平成 22 年度独立行政法人都市再生機構事業評価 

監視委員会の開催等について 

 
 
 

  独立行政法人都市再生機構では、平成 22 年 6 月 14 日に平成 22 年度第 1回 

事業評価監視委員会を開催しましたので、その開催概要等についてお知らせ 

いたします。 

 
 
 
 

お問い合わせは下記へお願いします。 

【事業評価について】 
本社  業務企画部 事業監理室 

     （電話） ０４５－６５０－０３８４ 
 
【事業実施基準適合検証について】 

本社  業務企画部 都市再生推進第１チーム 
（電話）０４５－６５０－０４６５ 

 
本社  ｶｽﾀﾏｰｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ室 報道担当 

     （電話） ０４５－６５０－０８８７ 

 
 
 
 
 
 



 

平成 22年度独立行政法人都市再生機構事業評価監視委員会の開催等について 
 

 

１．平成 22 年度第 1回事業評価監視委員会の開催概要 

 

(1) 開催日等 

  ① 日  時：平成 22 年 6 月 14 日（月） 15:00～17:30 

  ② 開催場所：独立行政法人都市再生機構 新宿ｱｲﾗﾝﾄﾞﾀﾜｰ 15階大会議室 
 
(2) 事業評価監視委員会委員 

・井  上    繁         （常磐大学コミュニティ振興学部長） 
・岩 沙 弘 道         （三井不動産株式会社社長） 
・岸 井 隆 幸         （日本大学理工学部教授） 
・黒  川  洸（委員長代理）  （東京工業大学名誉教授） 
・定 行 まり子         （日本女子大学家政学部教授） 
・杉 浦   浩         （首都圏新都市鉄道株式会社常務取締役） 
・高橋 潤二郎（委員長代理）  （慶應義塾大学名誉教授） 
・巽  和 夫（委員長）    （京都大学名誉教授） 
・奈 良 道 博         （弁護士） 

 

 

(3) 議事 

① 本委員会の審議内容等について 
② 事業評価実施規程等の改定について（報告） 
 ・都市再生機構事業評価実施規程等の改定内容 
③ 審議事項の説明 
・ 再評価実施事業の対応方針案について…【別紙１】のとおり 

④ 審議 
⑤ 都市再生事業実施基準の適合検証結果について…【別紙２】のとおり 
・ 審議 
・ 意見具申 

 

(4) 議事概要 

① 本委員会の審議内容等について 
  今回の審議事項の概要について説明を行った。 
 
② 事業評価実施規程等の改定について（報告） 
  独立行政法人都市再生機構事業評価実施規程及び事業評価実施細則の改定内容につい

て報告、説明を行った。 
 



 

③ 審議事項の説明 
・ 再評価実施事業の対応方針案について 

再評価実施事業 3 件に関して、事業目的、事業の実施環境等の概要、対応方針案及

び対応方針案決定の理由について、都市機構から説明した。 
 
④ 審議及び意見具申（審議結果） 

    上記の説明が行われたのち、【別紙１】のとおり、意見具申があった。 
 

⑤ 都市再生事業実施基準の適合検証結果について 
  都市再生事業実施基準の適合検証対象事業 7 件に関して、事業の実施概要等及び適合

検証結果について、都市機構から説明した。 
 
⑥ 都市再生事業実施基準の適合検証に係る審議及び意見具申（審議結果） 
  上記の説明が行われたのち、【別紙２】のとおり、検証結果に係る意見具申があった。 
 

２．再評価実施事業の対応方針 
（平成 22 年 6 月 23 日 都市機構にて決定） 

 

地区名 事業手法等 対応方針 

豊島四丁目地区（地区内多目的広場） 住宅市街地基盤整備事業補助 事業中止 

豊島四丁目地区（地区内道路） 住宅市街地基盤整備事業補助 事業中止 

豊島四丁目地区（地区内下水道） 住宅市街地基盤整備事業補助 事業中止 

 
３．事業評価監視委員会提出資料等の公開 

平成 22 年 7 月上旬を目途に都市機構支社等にて閲覧に付す。 

 

                                   以 上 



【 別 紙 １ 】 

平成２２年度第１回事業評価監視委員会の審議の概要 

 

再評価実施事業の対応方針とそれに対する委員会の意見 

対応方針案 
地区名 所在地 

理由及び事業中止に伴う事後措置の内容 

左記に対する

事業評価監視

委員会の意見

事業中止 

豊島四丁目
としまよんちょうめ

地区 

（地区内多目的広場） 

〔住宅市街地基盤整備事業〕 

東京都 

北区 

 

〔理由〕 

・土壌汚染の発現のため、補助事業を遂行す

るために必要な土地を使用できないことなど、

機構の責に帰さない事情により、機構が補助

事業者となる補助事業は「事業中止」。 

事業中止 

豊島四丁目
としまよんちょうめ

地区 

（地区内道路） 

〔住宅市街地基盤整備事業〕 

東京都 

北区 

 

〔理由〕 

・土壌汚染の発現のため、補助事業を遂行す

るために必要な土地を使用できないことなど、

機構の責に帰さない事情により、機構が補助

事業者となる補助事業は「事業中止」。 

事業中止 

豊島四丁目
としまよんちょうめ

地区 

（地区内下水道） 

〔住宅市街地基盤整備事業〕 

東京都 

北区 

 

〔理由〕 

・土壌汚染の発現のため、補助事業を遂行す

るために必要な土地を使用できないことなど、

機構の責に帰さない事情により、機構が補助

事業者となる補助事業は「事業中止」。 

対応方針案

のとおり 

 

 

なお、訴訟の

結果をふま

え、公共性の

高い事業に対

し、機構のノ

ウハウを生か

して協力すべ

きである。 

土壌汚染については、土地売買契約の

解除を求め従前土地所有者との間で訴

訟係属中。機構の主張が認められた後

も、まちづくりの観点から一定の協力

を行う。

土壌汚染については、土地売買契約の

解除を求め従前土地所有者との間で訴

訟係属中。機構の主張が認められた後

も、まちづくりの観点から一定の協力

を行う。

土壌汚染については、土地売買契約の

解除を求め従前土地所有者との間で訴

訟係属中。機構の主張が認められた後

も、まちづくりの観点から一定の協力

を行う。



【 別 紙 ２ 】 

 

都市再生事業実施基準の適合検証結果とそれに対する委員会の評価 

 

地 区 名 二葉の里地区 

 所 在 広島県広島市東区二葉の里三丁目他 

 事 業 手 法 土地区画整理事業 

 地 区 面 積 １３．８ ha 

 採 択 年 度 平成 20 年度 

位 置

・ 交 通 条 件
ＪＲ山陽本線広島駅新幹線口から徒歩１分 

従前の状況

 

【 用 途 地域等 】

【 権 利 者 数 】

【既存家屋数等】

【土地利用状況】

 

 

商業地域(80/400) 、第二種住居地域（60／200） 

８名 

２９棟 

未利用国有地、ＪＲ西日本社宅跡地 

事 業 の

経 緯

 

平成 15 年 7 月 

 

平成 19 年 6 月 

 

 

 

平成 20 年 3 月 

 

平成 20 年 4 月 

平成 21 年 5 月 

 

平成 21 年 5 月 

平成 22 年 1 月 

 

都市再生緊急整備地域（広島駅周辺地域）の

指定 

中国財務局、県、市及びＪＲ西日本が設立した

「二葉の里三丁目地区まちづくり推進協議会」

が、「二葉の里三丁目地区におけるまちづくり及

び土地利用に関する基本方針」を公表 

まちづくり推進協議会が「二葉の里地区まちづく

り基本計画」を公表 

広島市から機構へ事業化検討要請 

中国財務局、県、市、ＪＲ西日本及び機構で基

本協定締結 

県、市から機構へ土地区画整理事業の施行要請 

都市計画決定(土地区画整理事業、地区計画) 

 

地

区

の

概

要 

そ の 他 － 

計  画  諸  元

 

○事業計画概要 

 鉄道を利用した国内の主要都市との連絡に加え、高速道路による

広島空港とのアクセス性の良い立地条件を有した当地区において、

都市計画道路等の整備と国有地を含む低未利用地等の土地利用

の転換を行うことにより、広島市の陸の玄関にふさわしい健全な市

街地の形成を図る。  

 

○土地利用計画 

  従前 従後 

公共用地 面積 割合 面積 割合 

 道 路 1.3ha 9.5% 2.4ha 17.2% 

 公園・緑地 0.0ha 0.0% 0.5ha 4.0% 

計 1.3ha 9.5% 2.9ha 21.2% 

宅 地 12.4ha 90.5% 10.9ha 78.8% 

合 計 13.8ha 100.0% 13.8ha 100.0%
 



政策的意

義 

 

基準細則第１条第１項第１号ロ（拠点形成）に該当。 

・当地区は、都市再生緊急整備地域「広島駅周辺地域」（H15.7）内

に位置し、行政及び主要な地権者からなる二葉の里三丁目地区

まちづくり推進協議会が定めた「まちづくり基本方針」（H19.6）、

「まちづくり基本計画」（H20.3）に基づき、広島の顔にふさわしい

玄関づくり、広域ブロックの発展を牽引する未来創造拠点づくり

等を目的としたまちづくりを進めることとなっている。 

・本事業は、上記方針等に基づいて、都市計画道路の拡幅や街区

公園の新設等の公共施設整備や土地利用の誘導を行うととも

に、広島市が行う JR 広島駅の自由通路、新幹線口ペデストリア

ンデッキ及び駅前広場の整備事業や広島高速道路公社が行う

高速５号線の整備事業と一体的に実施することで、交通機能の

強化・歩行者ネットワークの構築を行い、業務、居住、商業、医療

等の複合的な都市機能の導入とビジネス機能の集積を図る事業

である。 

 

 

 

適

合

民間のみで

は 実 施 困

難な要因 

 

基準細則第１条第１項第２号ニ（公共性）に該当。 

・「まちづくり基本計画※」等の実現にあたり、都市計画道路等多く

の公共施設を一体的に整備するため複数の公共施設整備事業

との計画調整・工事調整が必要になることと、適切な土地利用の

誘導が必要になることから、広島県及び広島市は公的機関によ

る事業実施を望んでいる。 

・また、主要な土地所有者である国（中国財務局）及びＪＲ西日本

も、県市の考え方に沿って公的機関による事業実施を要望して

いる。 

※機構を活用してまちづくりを具体化することが定められている。
  

適

合

地 方 公 共

団 体 の 意

向 

機構施行による土地区画整理事業実施の要請文を受領。
 適

合

政

策

的

意

義

及

び

民

間

の

み

で

は

実

施

困

難

な

要

因 

地 権 者 等

の意向 

基準細則第１条第２項第１号により、確認は不要。 

ただし、大規模地権者である財務局とＪＲ西日本は、行政・機構と

締結した基本協定において、県及び市が機構施行による土地区画

整理事業実施の要請を行うことについて同意することを表明。
 

適

合

事業の採算性 
事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業収

支はともに適正に確保されている。 

適

合

 
 
 
 
 
 
 
 
 

事
業
実
施
基
準
の
適
合
状
況 

適切な民間誘

導 
保留地及び財務省の換地は、公募により民間事業者に譲渡予定

であり、まちづくり方針に沿った活用が行われる見込み。
 

適

合

検証結果 適合・不適合（いずれかに○） 

 
 
 

上記検証結果に対す

る事業評価監視委員

会の評価 

都市再生事業実施基準に従い、適切に検証が行われている。 



 

二葉の里地区〔土地区画整理事業〕 

 
 

 

 

二葉の里地区 

JR広島駅

広島城 

広島県庁 

広島市役所 

原爆ドーム 

平和公園 

位置図 

区域図 



二葉の里地区

平成22年度 第1回事業評価監視委員会

都市再生事業実施基準
検証結果

平成22年6月14日
独立行政法人都市再生機構











土地区画整理事業 （これまでの経緯）

都市計画決定（土地区画整理事業、地区計画）Ｈ２２． １

中国財務局、県、市、ＪＲ西日本及び機構で基本協定締結Ｈ２１． ５

内 容時 期

土地区画整理事業の事業計画認可申請Ｈ２２． ４

県、市から機構へ土地区画整理事業の施行要請Ｈ２１． ５

市から機構へ事業化検討要請Ｈ２０． ４

まちづくり協議会が「二葉の里地区まちづくり基本計画」を公表Ｈ２０． ３

中国財務局、県、市及びＪＲ西日本が設立した「まちづくり推進
協議会」が、「まちづくり及び土地利用に関する基本方針」を公表

Ｈ１９． ６

都市再生緊急整備地域（広島駅周辺地域）の指定Ｈ１５． ７



• まちの骨格となる軸をイメージ

• 陸の玄関としての機能集積と景観、住環境に配慮した土地の高度利用

• 多様な都市機能が高いレベルで集積した複合的なビジネス拠点の創出

• 土地区画整理事業と自由通路等の一体的整備

• 事業者の開発計画の具体化に合わせた容積率の緩和等

• 「景観形成軸」「歴史･文化軸」を中心とした歩行者、緑のネットワークを創出

○「再開発等促進区を定める地区計画」の適用による民間の誘導

○当地区の基盤整備（土地区画整理事業）、自由通路等の関連

公共施設整備は、都市再生機構の機能を活用

二葉の里地区 まちづくり基本計画 （基本的な考え方）

基本計画の概要

今後の進め方



土地区画整理事業 （事業の目的）

•都市計画道路の拡幅、街区公園の新設等の公共施設の整備

•国有地を含む低未利用地の土地利用転換

• 周辺再開発、高速道路、駅関連公共施設（自
由通路等）

• 国有地・保留地等の譲渡により開始される民
間開発プロジェクト

• 周辺の自然や歴史的な資産

事業が果たすべき役割

『まちづくり基本計画』に示された将来都市イメージの実現

一体化

連携







土地区画整理事業 （土地利用計画）

13.8ha合 計13.8ha合 計

10.9ha計12.4ha計

10.9ha
(0.8ha)

宅地
(うち保留地)宅

地

12.4ha
(6.7ha)

宅地
(うち国有地)宅

地

2.9ha計1.3ha計

0.5ha公園・緑地0.0ha公園・緑地

2.4ha道路公
共
用
地

1.3ha道路公
共
用
地

施 行 後施 行 前





○政策的意義及び民間のみでは実施困難な要因①

適
合

■低未利用地の土地利用転換による都市機能高度化、既成市街
地における拠点の形成 （基準細則第１条第１項第１号ロ）

• 当地区は、都市再生緊急整備地域「広島駅周辺地域」（Ｈ15.7）
内に位置し、行政及び主要な地権者からなる二葉の里三丁目地
区まちづくり推進協議会が定めた「まちづくり基本方針」（Ｈ19.6）、
「まちづくり基本計画」（Ｈ20.3）に基づき、広島の顔にふさわしい
玄関づくり、広域ブロックの発展を牽引する未来創造拠点づくり
等を目的としたまちづくりを進めることとなっている。

• 本事業は、上記方針等に基づいて、都市計画道路の拡幅や街
区公園の新設等の公共施設整備や土地利用の誘導を行うととも
に、広島市が行うＪＲ広島駅の自由通路、新幹線口ペデストリア
ンデッキ及び駅前広場の整備事業や広島高速道路公社が行う
高速５号線の整備事業と一体的に実施することで、交通機能の
強化・歩行者ネットワークの構築を行い、業務、居住、商業、医療
等の複合的な都市機能の導入とビジネス機能の集積を図る事
業である。

政策的
意義

事業実施基準への適合



○政策的意義及び民間のみでは実施困難な要因②

事業実施基準への適合

適
合

■公的機関としての公共性（基準細則第１条第１項第２号ニ）に該当

• 「まちづくり基本計画※」等の実現にあたり、都市計画道路等
多くの公共施設を一体的に整備するため複数の公共施設整
備事業との計画調整・工事調整が必要になることと、適切な
土地利用の誘導が必要になることから、広島県及び広島市は
公的機関による事業実施を望んでいる。

• また、主要な土地所有者である国（中国財務局）及びＪＲ西日
本も、県市の考え方に沿って公的機関による事業実施を要望
している。

※機構を活用してまちづくりを具体化することが定められている

民間のみで
は実施困難
な要因



○政策的意義及び民間のみでは実施困難な要因③

事業実施基準への適合

適
合

基準細則第１条第２項第１号により、確認は不要。

ただし、大規模地権者である財務局とＪＲ西日本は、行政・機
構と締結した基本協定において、県及び市が機構施行による
土地区画整理事業実施の要請を行うことについて同意するこ
とを表明。

地権者等の
意向

適
合機構施行による土地区画整理事業実施の要請文を受領。

地方公共団
体の意向



○事業の採算性及び適切な民間誘導

適
合

保留地及び財務省の換地は、公募により民間事業者に譲渡予
定であり、まちづくり方針に沿った活用が行われる見込み。

適切な民
間誘導

適
合

事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業
収支はともに適正に確保されている。

○キャッシュフロー（利払い前）

○機構版NPV ： 公表対象外
○事業収支 ： 公表対象外

事業の採
算性

適合検証結果

事業実施基準への適合

公 表 対 象 外
支 出

収 入



地 区 名 虎ノ門一丁目地区 

 所 在 東京都港区虎ノ門一丁目 

 事 業 手 法 都市機能更新事業 

 取 得地面積 約 850 ㎡ 

 採 択 年 度 平成 21 年度 

位 置 

・ 交 通条件 
東京メトロ銀座線 虎ノ門駅（徒歩３分） 

従前の状況 

 

【 用途地域等】

【 権 利 者 数 】

【既存家屋数等】

【土地利用状況】

 

 

商業地域（80％／700％）、防火地域、駐車場整備地区

１名 

なし 

駐車場 

事 業 の 

経 緯 

平成 14 年 7 月

 

平成 19 年 6 月

 

平成 20 年 4 月

 

平成 21 年 1 月

平成 21 年 5 月

平成 21 年 10 月

平成 22 年 3 月

都市再生緊急整備地域 

 「環状二号線新橋周辺・赤坂・六本木地域」指定 

都市再生プロジェクト１３次決定 

「国際金融拠点機能の強化に向けた都市再生の推進」

国際金融拠点機能強化プラン（地域活性化統合本部）

 ⇒「国際金融拠点機能強化の先行地域に指定」 

土地取得検討依頼 

21 年度補正予算成立 

21 年度補正予算見直し 

土地売買契約締結 

地

区

の

概

要 
そ の 他  

計  画  概  要 

 

当該地を取得の上、地方公共団体及び周辺地権者等との調整を

行う等、周辺と一体的に街区再編を行うための事業（土地区画整理

事業・市街地再開発事業等）のコーディネートを実施し、事業化を図

る。 



政 策 的 

意    義 

基準細則第１条第１項第１号ロ（拠点形成）に該当 

・当地区は、都市再生緊急整備地域「環状二号線新橋周辺・赤

坂・六本木地域」に位置し、「国際金融・業務・商業・文化・交流・

宿泊等の多様な機能を備えた国際性豊かな交流ゾーンを形成」

する旨の地域整備方針が定められているとともに、都市再生プ

ロジェクト（第13次決定）として、「国際金融拠点機能の強化に向

けた都市再生の推進」を図ることとされている。 

・ また、区のまちづくりマスタープランでは「環状２号線の整備とあ

わせたまちの機能更新等」を行うこととされている。 

・本事業では、それらの政策課題の実現のため、細街路（区画道

路）の廃止・付替え等により街区再編を行うとともに、複合的な

機能を有する交流、経済拠点を形成する。 

適

合

民間のみで

は実施困難

な要因 

基準細則第１条第１項第２号イ（リスク）及び附則第２条（都市再生

の緊急支援）に該当 

・街区再編の実現のためには、多数の権利者との調整や環状２号

線周辺全体のまちづくりの方向性を踏まえた関係機関との十分な

連携・調整や都市計画の手続き等が必要となることから、事業期

間が長期化するおそれがあり、民間事業者のみで負うには事業リ

スクが高い。 

・国が定めた地域整備方針や、まちづくりマスタープランに位置づ

けられた地区において、事業化に取り組んでいた民間事業者が経

済情勢の急激な悪化に伴い単独での事業実施が困難になったこ

とから、機構に土地取得要請があったもの。 

適

合

地方公共団

体の意向 

港区は、港区まちづくりマスタープラン等を踏まえた、都市再生の

推進等の機構の取組みについて同意。 

適

合

政

策

的

意

義

及

び

民

間

の

み

で

は

実

施

困

難

な

要

因 

地権者等の

意向 

土地所有者は、土地の長期保有が困難となったため、機構による

土地の取得と街づくりの推進を要請。 

適

合

事業の採算性 
事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業

収支は、ともに適正に確保されている。 

適

合

 
 
 
 
 
 
 
 
 

事
業
実
施
基
準
の
適
合
状
況 

適切な民間誘

導 

再開発事業等を適切に立ち上げ、整備敷地等については公募に

より民間事業者に譲渡等を行う。 

適

合

検 証 結 果 

 

適合 ・ 不適合（いずれかに○） 

 

 

 

上記検証結果に対す

る事業評価監視委員

会の評価 

 都市再生事業実施基準に従い、適切に検証が行われている。 

 大都市の国際競争力強化は喫緊の課題であり、それに取り組むこと

は重要。このため、取得地については、個別街区の整備のみならず地

域全体の中での活用も検討すべきである。 



 

虎ノ門一丁目地区〔都市機能更新事業〕 

位 置 図 
 

区 域 図 
 

 

神谷町駅 

虎ノ門駅 

内幸町駅 

取得対象地 

虎ノ門一丁目地区

c 2005 ZENRIN CO., LTD.（Z10LD第214号）

この地図の作成に当たっては、国土地理院長の承認を得て、同院発行の数値地図２５０００（空間データ基盤）、数値地図２５００（空間データ基盤）及び基盤地図情報

を使用した。（承認番号 平22業使、第74号）なお、本成果品を第三者がさらに複製又は使用する場合には、国土地理院長の承認を得る必要がある。 



虎ノ門一丁目地区

平成22年6月14日

独立行政法人都市再生機構

平成22年度 第1回事業評価監視委員会

都市再生事業実施基準
検証結果







経緯

H14.7

H19.6

都市再生緊急整備地域「環状二号線新橋周辺・赤坂・六本木地域」指定

都市再生プロジェクト「国際金融拠点機能の強化に向けた都市再生の推進」

H22.3 土地売買契約締結

H21.1 土地取得検討依頼

H20.4 国際金融拠点機能強化プラン（地域活性化統合本部会合）
⇒「２つの緊急整備地域を国際金融機能強化の先行地域に指定」

その後の検討において、環状２号線周辺エリアについては、
『街区再編』の必要性を国・公共団体・有識者・業界団体等で確認(H21.5)

H21.5 ２１年度補正予算成立

H21.10 ２１年度補正予算見直し（取得対象地区として明確化）







●基準細則第１条第１項第１号ロ（拠点形成）に該当 。

・当地区は、都市再生緊急整備地域「環状二号線新橋周辺・赤坂・
六本木地域」に位置し、「国際金融・業務・商業・文化・交流・宿
泊等の多様な機能を備えた国際性豊かな交流ゾーンを形成」する旨
の地域整備方針が定められているとともに、都市再生プロジェクト
（第13次決定）として、「国際金融拠点機能の強化に向けた都市再
生の推進」を図ることとされている。

・また、区のまちづくりマスタープランでは「環状２号線の整備と
あわせたまちの機能更新等」を行うこととされている。

・本事業では、それらの政策課題の実現のため、細街路（区画道
路）の廃止・付替え等により街区再編を行うとともに、複合的な機
能を有する交流、経済拠点を形成する。

適合

政
策
的
意
義

○政策的意義及び○政策的意義及び民間のみでは実施困難な要因①民間のみでは実施困難な要因①

事業実施基準との適合



●基準細則第１条第１項第２号イ（リスク）及び附則第２条

（都市再生の緊急支援）に該当

・街区再編の実現のためには、多数の権利者との調整や環状２号線
周辺全体のまちづくりの方向性を踏まえた関係機関との十分な連
携・調整や都市計画の手続き等が必要となることから、事業期間が
長期化するおそれがあり、民間事業者のみで負うには事業リスクが
高い。

・国が定めた地域整備方針や、まちづくりマスタープランに位置づ
けられた地区において、事業化に取り組んでいた民間事業者が経済
情勢の急激な悪化に伴い単独での事業実施が困難になったことから、
機構に土地取得要請があったもの。

適合

民
間
の
み
で
は
実
施
困
難
な
要
因

○政策的意義及び○政策的意義及び民間のみでは実施困難な要因②民間のみでは実施困難な要因②

事業実施基準との適合



●事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業収
支は、ともに適正に確保されている。

○キャッシュフロー（利払い前）

○機構版ＮＰＶ 公表対象外
○事業収支 公表対象外

適合

事
業
の
採
算
性

（百万円）

事業実施基準との適合
○○民間のみでは実施困難な要因及び事業の採算性民間のみでは実施困難な要因及び事業の採算性

●土地所有者は、土地の長期保有が困難となったため、機構による

土地の取得と街づくりの推進を要請。
適合

地
権
者
等
の

意
向

●港区は、港区まちづくりマスタープラン等を踏まえた、都市再生
の推進等の機構の取組みについて同意。

適合

地
方
公
共
団
体

の
意
向

収入

支出 公 表 対 象 外



●再開発事業等を適切に立ち上げ、整備敷地等については公募により
民間事業者に譲渡等を行う。

適合

適
切
な
民
間
誘
導

適 合

検
証
結
果

事業実施基準との適合

○適切な民間誘導○適切な民間誘導



地 区 名 石岡市石岡一丁目地区 

 所 在 茨城県石岡市石岡一丁目１９番３外 

 事 業 手 法 土地有効利用事業（まちなか再生型） 

 地 区 面 積
約 3.1ha  

（うち取得計画面積 約 1.6 ha） 

 採 択 年 度 平成 21 年度 

位 置

・ 交 通 条 件
ＪＲ常磐線「石岡」駅（徒歩 1～3 分） 

【 用 途 地 域 等 】

【 権 利 者 数 】

 

商業地域（400/80）、準防火地域 

２名（うち土地所有者２名） 
※整備計画区域（地区計画を予定）内に個人２宅地約800㎡あり

従 前 の 状 況 【既存家屋数等】

【土地利用状況】

旧鹿島鉄道本社屋２棟（鉄骨造２階建て） 

一部、暫定駐車場・洗車場として利用 
※里道・水路約 3,100 ㎡あり 

※占有物件として、自由通路・暗渠あり 

事 業 の

経 緯

～平成 9年 

平成 18 年 8 月 

平成 19 年 3 月 

平成 20 年 10 月 

平成 21 年 5 月 

平成 21 年 12 月 

平成 22 年 2 月 

旧公団が石岡南台ニュータウンの区画整理事業を施行 

市より機構に駅周辺まちづくりに関する支援の依頼 

旧鹿島鉄道石岡駅及び操車場が廃止 

市より調査受託（当地区の導入機能及びゾーニング検討）

市より調査受託（駅周辺整備の事業化検討） 

中心市街地活性化基本計画の認定 

市、地権者から機構へ土地取得要請 

地 

区 

の 

概 

要 

そ の 他
 

計  画  諸  元

 

○ 事業計画概要 

低未利用な鉄道跡地をまちづくり用地として取得し、個人施行土地区画整

理事業を活用して、取得土地、市有地、従前公共施設等を有効利用が可能な

敷地に土地利用転換。基盤整備の上、市、民間事業者に譲渡することで、中

心市街地活性化基本計画に位置付けられる駅周辺整備事業を推進。 

 

【地区計画】 

計画策定面積 約 3.1ha ※地区施設、宅地用途等 

 

【土地区画整理事業】機構個人施行を想定 

施行区域面積 約 3.0ha 

土地取得面積 約 1.6ha 換地面積 約 1.4ha 

想定土地利用 住宅、駐車場  



政 策 的 意

義 

基準細則第１条第１項第１号ハ（地域活性化）に該当。 

・当地区は、中心市街地活性化基本計画（H21 年 12 月 7 日認定）において

BRT 事業や駅周辺整備事業を展開し、「新たな交通機関の導入」「駅の利

便性の向上や公共住宅・民間住宅施設等の整備による交通結節点として

の機能強化」を図ることとされている。 

・市の中心部に発生した鉄道駅・操車場跡地の一体的活用を緊急に計画し

実現する必要がある。 

・本事業は、このような市のまちづくり政策実現のため、里道水路の錯綜し

た低未利用地を取得の上、公共施設整備・宅地整備を行い、まちなか居住

やまちなかの賑わい創出に寄与する住宅・施設の立地誘導支援を行う事

業。 

・また市が実施する交通結節点整備（BRTターミナル、自由通路、駅西口広

場等）と一体的に推進することで、石岡駅の利便性向上やまちなか居住の

推進により中心市街地活性化に寄与する事業。 

適 

合

民間のみで

は実施困難

な要因 

基準細則第１条第１項第２号ロ（収益低位）に該当。 

・広いエリアでの基盤整備を実施し、大きな需要が見込めないまちなか居住

施設や賑わい施設等の整備を行う場合、民間事業者では適正な収益が得

られない。 

基準細則第１条第１項第２号ニ（公共性）に該当。 

・市は、中活計画に沿ったまちづくりの実現のため、公平・中立な公的機関

による事業実施やまちなか居住施設の誘致等を、重要施策に位置づけて

いる。 

適 

合 

地方公共団

体の意向 

中心市街地活性化基本計画の主要事業の実現をはかるため、公的立場

から土地取得、基盤整備、民間事業者誘導等、計画に沿った事業の実施を

要請。
 

適 

合 

政
策
的
意
義
及
び
民
間
の
み
で
は
実
施
困
難
な
要
因

地権者等の

意向 

対象地の売主は、市の計画するまちづくりに協力する意向があるが、企

業グループ経営上、早期の土地処分を必要としているため、中立的かつ公

平な立場で市の事業推進を支援する、公的機関である機構に対象地の取

得を要請。 

適

合

事業の採算性 
事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業収支はと

もに適正に確保。 

適

合

事 

業 

実 

施 

基 

準 

の 

適 

合 

状 

況 

適切な民間誘導 

地区内の整備敷地の処分にあたっては、市のまちづくり方針に沿って、市

と共同で公募計画を策定の上、公募により民間事業者へ譲渡し、建物整備

を誘導する（石岡市に譲渡予定の公共駐車場用地を除く）。 

適

合

検 証 結 果 

 

適合・不適合（いずれかに○） 

 
 
 
 

上記検証結果に対す

る事業評価監視委員

会の評価 

 都市再生事業実施基準に従い、適切に検証が行われている。 



 

石岡市石岡一丁目地区〔土地有効利用事業（まちなか再生型）〕 

位 置 図 

 
 

  区 域 図 

 

 

 

 

 

 

中活計画区域 

JR 石岡駅 

JR 常磐線 

至：上野 

JR 常磐線 

至：水戸 

石岡市石岡一丁目地区 約3.1ha

（取得面積 約 1.6ha） 

石岡市の所有地 市（市

JR 石岡駅

従前公共用地 

【凡例】 

   整備計画区域 

   土地区画整理事業区域

   取得土地 

ＢＲＴターミナル用地 



石岡市石岡一丁目地区

平成２２年度第１回事業評価監視委員会

都市再生事業実施基準

検証結果

平成22年6月14日

独立行政法人都市再生機構



















政策的意義

基準細則第１条第１項第１号ハ（地域活性化）に該当。

・当地区は、中心市街地活性化基本計画（H21年12月7日認
定）において、「新たな交通機関の導入」「駅の利便性の向上や
公共住宅・民間住宅施設等の整備による交通結節点としての
機能強化」を図ることとされている

・市の中心部に発生した鉄道駅・操車場跡地の一体的活用を
緊急に計画し実現する必要がある

・本事業は、このような市のまちづくり政策実現のため、低未利
用地を取得の上、公共施設整備・宅地整備を行い、まちなか
居住やまちなかの賑わい創出に寄与する住宅・施設の立地誘
導支援を行う事業

・市が実施する交通結節点整備（BRTターミナル、自由通路、
駅西口広場等）と一体的に推進することで、中心市街地活性
化に寄与する事業

政策的意義及び民間のみでは実施困難な要因

適 合

６．検証結果①



６．検証結果②

適 合

中心市街地活性化基本計画の主要事業の実現を図るため、公
的立場から土地取得、基盤整備、民間事業者誘導等、計画に
沿った事業の実施を要請。

地方公共団
体の意向

適 合

基準細則第１条第１項第２号ロ（低収益性）に該当。

基盤整備を実施し、まちなか居住施設や賑わい施設等の整備
を行おうとする場合、当該地区における需要の状況を勘案する
と、民間事業者では適正な収益が得られないことが見込まれる。

基準細則第１条第１項第２号ニ（公共性）に該当。

市は、中活計画に沿ったまちづくりの実現のため、公平・中立な
公的機関による事業実施やまちなか居住施設の誘致等を、重
要施策に位置づけている。

民間のみでは
実施困難な
要因

適 合

対象地の売主は、市の計画するまちづくりに協力する意向があ
るが、企業グループ経営上、早期の土地処分を必要としている
ため、中立的かつ公平な立場で市の事業推進を支援する、公
的機関である機構に対象地の取得を要請。

地権者等の
意向

政策的意義及び民間のみでは実施困難な要因



適 合

地区内の整備敷地の処分にあたっては、市のまちづくり方針に
沿って、市と共同で公募計画を策定の上、公募により民間事業
者へ譲渡し、建物整備を誘導する（石岡市に譲渡予定の公共
駐車場用地を除く）。

適切な民間誘
導

適 合

事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業
収支はともに適正に確保。

○機構版ＮＰＶ ： 公表対象外

○事 業 収 支 ： 公表対象外

事業の採算性

検証結果 適 合

６．検証結果③

収入

公 表 対 象 外支出

○キャッシュフロー（利払い前） 百万円



地 区 名 九州大学六本松キャンパス跡地地区 

 所 在 福岡市中央区六本松四丁目 

 事 業 手 法 居住環境整備事業 

 地 区 面 積 約 6.5ha 

 採 択 年 度 ― 

位置・交通条件 福岡市営地下鉄七隈線「六本松」駅前 

従 前 の 状 況 

 

【用途地域等】 商業(400/80)(国道 202 号から 30m)、 

             第１種住居(200/60) 

【従前所有者】 国立大学法人九州大学 

【土地利用状況】 平成 21 年 9 月の閉校後は利用されず 

事 業 の 

経 緯 

平成 3 年 10 月

平成 10年 12月

 

 

平成 16 年～ 

 

平成 19 年 5 月

 

平成 20年 12月

 

 

平成 22 年 3 月

九州大学評議会において伊都への移転構想が承認

国有財産九州地方審議会において答申「九州大学

移転跡地の利用に関する基本方針について」（公

用、公共用優先） 

福岡市、九州大学より土地利用の検討・調査等業務

を受託し、コーディネートを開始 

福岡市が「九州大学六本松キャンパス跡地利用計

画」を策定 

九州大学、福岡市、福岡高等裁判所・福岡高等検

察庁・福岡県弁護士会（司法関連機関）、機構で跡

地利用計画の実現を目的とした覚書を交換 

土地取得契約締結 

地

区

の

概

要 

そ の 他 ― 

計  画  諸  元 

○事業方針 

 福岡市が策定した「九州大学六本松キャンパス跡地利用計画」に基

づき、九州大学に代わる新たな拠点整備に向け、当該地を一括取得

し、基盤整備等による市街地の整備改善と、関係者間の調整等を行

い司法関連機関の移転再配置の実現及び民間投資誘導を行う。 

 また、高裁跡地（城内地区）において防災公園整備を行い、福岡市

都心部の防災機能の向上を図る。 

 

○土地利用計画 

 従前 従後 

公共用地 

（道路・緑地） 
   0ha 約 0.8ha 

宅地 約 6.5ha 約 5.7ha 

 

 

（うち司法関連 

機関移転用地） 
－ （約 3.5ha） 

 



政 策 的 

意    義 

基準細則第１条第１項第１号ロ（拠点形成）に該当。 

・福岡市が策定した「跡地利用計画」に基づき、福岡都心部の司法関連施

設の移転と商業・交流・居住機能等の導入により、大規模な大学跡地の

土地利用転換を推進することで、大学に代わる新たな地域拠点の形成

に資する事業。 

適 

合 

民間のみで 

は実施困難 

な要因 

基準細則第１条第１項第２号ニ（公共性）に該当 

・福岡市、九州大学及び司法関連機関の関係者は、 

①跡地の公的利用の円滑な実現 ※ 

②長期保有リスクを有すること 

③九州大学に代わる新たなシンボル作りや拠点形成の実現への対

応 

という観点から、公的機関としての機構の参画が必要と判断。 

※ 跡地は国有財産九州地方審議会の答申により、公用・公共用優

先の原則となっており、「跡地利用計画」に基づき司法関連機関の

移転再配置のための協議調整が必要となるため。 

 

基準細則第１条第１項第２号ホ（施行権能）に該当 

・司法関連機関の移転再配置の実現のため、城内地区との土地交換を行

い、機構が城内地区において防災公園整備を行うことを予定しており、

機構が有する施行権能に基づき事業を行うことが合理的。
 

適 

合 

地方公共団 

体の意向 

・福岡市は、「跡地利用計画」の実現のため当地区における機構の事

業実施を要請。 
適 

合 

事 

業 

実 

施 

基 

準 

の 

適 

合 

状 

況 

政

策

的

意

義

及

び

民

間

の

み

で

は

実

施

困

難

な

要

因 

地権者等の 

意向 

・九州大学は、「跡地利用計画」の実現のため中立かつ公平な公的機

関の協力が必要であり、中立的かつ公平な公的機関である機構によ

る事業実施を要請。 

適 

合 

事業の採算性 ・事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業収支

はともに適正に確保されている。 

適

合 

 

適切な民間 

誘導 

・基盤整備済みの敷地の内、公的利用を行わない部分については、公

募により民間事業者に譲渡を行う。 
適

合 

検証結果 適合・不適合（いずれかに○） 

 

 

 

上記検証結果に対する

事業評価監視委員会の

評価 

 都市再生事業実施基準に従い、適切に検証が行われている。 

 



 

九州大学六本松キャンパス跡地地区 

位 置 図

区 域 図 

 

 

地下鉄「六本松」駅 

九州大学六本松ｷｬﾝﾊﾟｽ跡地地区

取得土地 6.5ha 



九州大学六本松キャンパス跡地地区

平成22年6月14日

独立行政法人都市再生機構

平成22年度 第１回事業評価監視委員会

都市再生事業実施基準
検証結果







九大と土地売買契約締結H22.3

九大・市・法曹機関（3者）・機構で跡地利用計画の実現を目的と
した覚書を交換

H20.12

九大が機構を六本松地区の売却予定者に決定と公表H20.9

九州大学六本松キャンパス閉校H21.9 

市から機構に六本松地区及び城内地区における事業化要請H22.1

福岡市が「九州大学六本松キャンパス跡地利用計画」策定H19.5

市から機構に六本松地区のまちづくりの推進要望
市から国交省へ防災公園街区整備事業の事業化要望

市、九大より土地利用計画案策定等の調査業務受託（-H19）を
受け、コーディネートを実施。

国有審において「九州大学移転跡地の利用に関する基本方針

について」が答申（公用、公共用優先）

九州大学評議会において伊都への移転構想が承認

H16～

H20.7

H10.12

H3.10

経緯 【九州大学六本松キャンパス跡地地区】



法曹機能は、跡地の東側・南側周辺地域の
住環境への配慮から南側。
賑わい施設系は、北側。

法曹機能は、跡地の東側・南側周辺地域の
住環境への配慮から南側。
賑わい施設系は、北側。

緑とゆとりを持った市民に開かれた快
適な都市空間の形成

[まちづくりの基本理念] [ゾーニングの考え方]

○地域・全市・広域への貢献
○街の魅力向上と賑わいの創出
○九大に代わるシンボルづくり
○快適な都市環境の形成
○安全安心のまちづくり

[都市機能のあり方]
まちの魅力向上と賑わいの創出を図た
め、拠点としての機能や地域を活性化
する機能の導入

[都市基盤のあり方]
交通結節機能の強化や安全快適な歩
行者・車の動線の形成

[空間構成のあり方]

九州大学六本松キャンパス跡地利用計画（H19.5福岡市策定）





①都心部の大規模土地利用転換による地域拠点の形成

②司法機関の再配置及び防災公園整備の連携による都市施設再
編の推進

③民間投資の誘導による都市型住宅の供給や業務・商業等の賑
わい施設の整備

[事業意義]

[機構の役割]

○九州大学に代わる新たな拠点整備に向け、当該地を一括取得

○市街地の整備改善と司法関連施設の再配置及び民間投資誘導

①「九大六本松キャンパス跡地利用計画」と整合した土地利用計画の
実現

②地区内道路、外周道路拡幅等の基盤整備

③司法機関及び民間事業者との土地交換及び土地譲渡を実施

④関係者の意向調整、ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの作成等

⑤城内地区(裁判所跡地)での防災公園街区整備事業の実施

事業意義と機構の役割 【九州大学六本松キャンパス跡地地区】



○○政策的意義及び民間のみでは実施困難な要因政策的意義及び民間のみでは実施困難な要因①①

●基準細則第１条第１項第１号ロ（拠点形成）に該当。

・福岡市が策定した「九州大学六本松キャンパス跡地利用計
画」に基づき、福岡都心部の司法関連施設の移転と商業・交流・
居住機能等の導入により、大規模な大学跡地の土地利用転換を推
進することで、大学に代わる新たな地域拠点の形成に資する事業。

適合

政
策
的
意
義

事業実施基準との適合 【九州大学六本松キャンパス跡地地区】



○○政策的意義及び民間のみでは実施困難な要因政策的意義及び民間のみでは実施困難な要因②②

●基準細則第1条第1項第2号二（公共性）に該当。

・福岡市、九州大学及び司法関連機関等の関係者は、

①跡地の公的利用の円滑な実現※

②長期保有リスクを有すること

③九州大学に代わる新たなシンボル作りや拠点形成の実現へ
の対応

という観点から、公的機関としての機構の参画が必要と判断。

※跡地は国有財産九州地方審議会の答申により、公用・公共用
優先の原則となっており、「跡地利用計画」に基づき司法関連
機関の移転再配置のための協議調整が必要となるため。

●基準細則第1条第1項第2号ホ（施行権能）に該当。

・司法関連施設の再配置の実現のため、城内地区との土地交

換を行い、機構が城内地区において防災公園整備を行うことを
予定しており、機構が有する防災公園街区整備事業の施行権能
に基づき事業を行うことが合理的。

適合

民
間
で
は
実
施
困
難
な
要
因

事業実施基準との適合 【九州大学六本松キャンパス跡地地区】



○○民間のみでは実施困難な要因民間のみでは実施困難な要因及び事業の採算性及び事業の採算性

●福岡市は、跡地利用計画の実現のため当地区における事業の
実施を要請。

適合
地
方
公

共
団
体

の
意
向

●九州大学は、跡地利用計画の実現のため中立かつ公平な公的
機関の協力が必要であるため、中立的かつ公平な公的機関であ
る機構による事業実施を要請。

適合

地
権
者

等
の
意
向

●事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事
業収支は、ともに適正に確保されている。

○キャッシュフロー（利払い前）

○機構版ＮＰＶ 公表対象外

○事業収支（敷地譲渡） 公表対象外

適合

事
業
の
採
算
性

公 表 対 象 外支出

収入

（百万円）

事業実施基準との適合 【九州大学六本松キャンパス跡地地区】



○○適切な民間誘導適切な民間誘導

●基盤整備の上、公的利用を行わない部分については、公募に
より民間事業者に譲渡を行う。

適合

適
切
な
民
間
誘
導

適 合

検
証
結
果

事業実施基準との適合 【九州大学六本松キャンパス跡地地区】



地 区 名 小杉駅北口地区 

 所 在  川崎市中原区小杉町１丁目 

 事 業 手 法  居住環境整備事業 

 地 区 面 積 約４，６００㎡（うち、今回取得面積２，０７８㎡） 

 採 択 年 度 － 

位 置

・ 交 通 条 件
ＪＲ南武線・東急東横線・東急目黒線「武蔵小杉駅」徒歩２分 

従前の状況

 

【 用 途 地 域 等 】

【 権 利 者 数 】

 

【既存家屋数等】

【土地利用状況】

 

 

商業地域（８０／６００）、防火地域、地区計画 

２名 

 

１棟 

今回取得部分：更地（駐車場） 

事 業 の

経 緯

 

平 成 １ ７ 年 ３ 月

 

平 成 ２ １ 年 ３ 月

 

 

平 成 ２ １ 年 ３ 月

平 成 ２ １ 年 ５ 月

平成 ２１年 １ ０月

平 成 ２ ２ 年 ３ 月

 

 

 

 

 

川崎市新総合計画「川崎再生フロンティアプラン」策定

⇒ 当該地を含むエリアを「広域拠点」に位置づけ 

川崎市都市計画マスタープラン「小杉駅周辺まちづく

り推進地域構想」策定 

⇒ ペデストリアンデッキの整備等を位置づけ 

地権者及び川崎市から土地取得検討の打診 

Ｈ２１年度補正予算成立 

Ｈ２１年度補正予算見直し 

土地売買契約締結 

 

 

 

 

地

区

の

概

要 

そ の 他  

計  画  諸  元

 

○事業計画概要 
・川崎市及び隣接地権者の意向を確認の上、共同事業化等による

複合的な機能を有する「広域拠点」の形成に向けたコーディネート

を実施。 

・敷地の整形化（一体利用）や公共施設整備（安全で快適な歩行者

空間の確保など）を実施した上、住宅、事務所・店舗等用地として

公募により民間事業者へ土地譲渡を行う。 

 

事   項 現行計画 

整備敷地 道路等 合計 

整備面積
約４，１５０㎡ 約４５０㎡ 約４，６００㎡ 

整備敷地

用   途
・住宅、事務所・店舗等用地 

 



政策的意

義 

基準細則第１条第１項第１号ロ（拠点形成）に該当。 

・ 当地区は、川崎市都市再開発方針「２号地区」に位置付けられ、

また、川崎市新総合計画「川崎再生フロンティアプラン」におい

て、都市の拠点機能を整備するための「広域拠点」地区として位

置付けられている。 

・ 本事業は、それらの政策的課題に対応するため、敷地の整形化

（一体利用）や公共施設整備（安全で快適な歩行者空間の確保

など）により、複合的な機能を有する「広域拠点」を形成する事

業。 

 

 

適

合

民間のみで

は 実 施 困

難な要因 

基準細則第１条第１項第２号ニ（公共性）及び附則第２条（都市再生

の緊急支援）に該当。 

・ 川崎市は、市の地域構想実現のため、隣接地権者等との連携、

駅広機能の拡充等北口駅前に相応しい土地利用計画の策定を

求めており、公的機関である機構による土地取得・事業実施を要

請。 

・ 事業化に取り組んでいた民間事業者が経済情勢の急激な悪化

に伴い単独での事業実施が困難になったことから、機構に土地

取得の要請があったもの。 

適

合

地 方 公 共

団 体 の 意

向 

川崎市は、「小杉駅周辺まちづくり推進地域構想」に位置づけられた

ペデストリアンデッキの整備構想など、広域拠点としての街づくり実

現のため、公的機関である機構による土地取得・事業実施を要請 

適

合

政

策

的

意

義

及

び

民

間

の

み

で

は

実

施

困

難

な

要

因 

地 権 者 等

の意向 

土地所有者は、土地の長期保有が困難となったため、街づくりの実

績とノウハウがあり、中立かつ公平な公的機関である機構による土

地の取得と街づくりの推進について要請。 

適

合

事業の採算性 事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業収支

は、ともに適正に確保されている。 

適

合

 
 
 
 
 
 
 
 
 

事
業
実
施
基
準
の
適
合
状
況 

適切な民間誘

導 

地区計画等の条件整備を行った上で、整備敷地については、公募に

より民間事業者へ譲渡予定。 

適

合

検証結果 

 

適合・不適合（いずれかに○） 

 

 

 

 

 

上記検証結果に対す

る事業評価監視委員

会の評価 

 都市再生事業実施基準に従い、適切に検証が行われている。 

 市の公共施設等にかかる整備構想の検証を含め、コーディネーター

として幅広い協議をすべきである。 

 



 

小杉駅北口地区 

位 置 図 

区 域 図 

この地図の作成に当たっては、国土地理院長の承認を得て、同院発行の数値地図２５０００（空間データ基盤）、数値地図２５００（空間デー

タ基盤）及び基盤地図情報を使用した。（承認番号平 22 業使、第 74 号） なお、本成果品を第三者がさらに複製又は使用する場合には、

国土地理院長の承認を得る必要がある。 
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小杉駅北口地区

平成22年度 第1回事業評価監視委員会

都市再生事業実施基準
検証結果

平成22年6月14日

独立行政法人都市再生機構
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周辺の開発計画

開発済地区

住宅市街地総合整備事業
整備計画区域

この地図の作成に当たっては、国土地理院長の承認を得て、同院発行の数値地図２５０００(空間データ基盤）、数値地図２５００（空間データ基盤）及び基盤地図情報を
使用した。（承認番号 平22 業使、第74 号）なお、本成果品を第三者がさらに複製又は使用する場合には、国土地理院長の承認を得る必要がある。
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事業化検討区域

（空きビル）

この地図の作成に当たっては、国土地理院長の承認を得て、同院発行の数値地図２５０００(空間データ基盤）、数値地図２５００（空間データ基盤）及び基盤地図
情報を使用した。（承認番号平22 業使、第74 号）なお、本成果品を第三者がさらに複製又は使用する場合には、国土地理院長の承認を得る必要がある。



経緯

H17.3

H21.3

川崎市新総合計画「川崎再生フロンティアプラン」策定
※当該地を含むエリアを都市の拠点機能を整備するための「広域拠点」に
位置付け

川崎市都市計画マスタープラン「小杉駅周辺まちづくり
推進地域構想」策定
※駅周辺へのペデストリアンデッキ等の整備によるバリアフリーの実現等を
図ることが位置づけられる

土地所有者が長期の土地保有が困難となり、機構に土
地取得検討打診あわせて川崎市からも取得検討打診

H21.10

H22.3 土地売買契約締結

H21.5 H21年度補正予算成立

H21年度補正予算見直し(取得対象地区として予算化）



事業概要

・隣接地権者、行政との協議により、
道路の付け替え、敷地の一体化な
どの共同事業を検討

敷地の一体・整形化



●基準細則第１条第１項第１号ロ（拠点形成）に該当。

・ 当地区は、川崎市都市再開発方針「２号地区」に位置付けられ、また、川崎
市新総合計画「川崎再生フロンティアプラン」において、都市の拠点機能を整備
するための「広域拠点」地区として位置付けられている。

・ 本事業は、それらの政策的課題に対応するため、敷地の整形化（一体利
用）や公共施設整備（安全で快適な歩行者空間の確保など）により、複合的な
機能を有する「広域拠点」を形成する事業。

適
合

政
策
的
意
義

○政策的意義及び○政策的意義及び民間のみでは実施困難な要因民間のみでは実施困難な要因

事業実施基準との適合

●基準細則第１条第１項第２号ニ（公共性）及び附則第２条（都市再生の緊急
支援）に該当。

・ 川崎市は、市の地域構想実現のため、隣接地権者等との連携、駅広機能
の拡充等北口駅前に相応しい土地利用計画の策定を求めており、公的機関で
ある機構による土地取得・事業実施を要請。

・ 事業化に取り組んでいた民間事業者が経済情勢の急激な悪化に伴い単独
での事業実施が困難になったことから、機構に土地取得の要請があったもの。

適合

民
間
で
は
実
施
困
難
な
要
因



●事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業収
支は、ともに適正に確保されている。

□キャッシュフロー（利払い前）

□機構版ＮＰＶ 公表対象外
□事業収支（敷地譲渡） 公表対象外

適合

事
業
の
採
算
性

事業実施基準との適合
○○民間のみでは実施困難な要因及び事業の採算性民間のみでは実施困難な要因及び事業の採算性

●川崎市は、「小杉駅周辺まちづくり推進地域構想」に位置づけられたペ
デストリアンデッキの整備構想など、広域拠点としての街づくり実現のた
め、公的機関である機構による土地取得・事業実施を要請 。

適合

地
方
公
共
団
体

の
意
向

●土地所有者は、土地の長期保有が困難となったため、街づくりの実績
とノウハウがあり、中立かつ公平な公的機関である機構による土地の取
得と街づくりの推進について要請。

適合

地
権
者
等
の

意
向

公 表 対 象 外
収入

支出

（百万円）



地区計画等の条件整備を行った上で、整備敷地については、公募により
民間事業者へ譲渡予定。

適合

適
切
な
民
間
誘
導

適 合

検
証
結
果

事業実施基準との適合

○適切な民間誘導○適切な民間誘導



地 区 名 門真市中町地区 

 所 在 大阪府門真市 

 事 業 手 法 居住環境整備事業 

 地 区 面 積 1.3ha（うち取得対象面積 7,070 ㎡） 

 採 択 年 度 平成 21 年度 

位 置

・ 交 通 条 件

京阪本線「古川橋」駅から徒歩 3分 

京阪本線「京橋」駅から「古川橋」駅まで急行 10 分 

従前の状況

 

【 用 途 地 域 等 】

【 権 利 者 数 】

 

【既存家屋数等】

【土地利用状況】

 

 

第二種住居地域（60／200）、準防火地域 

１ 

 

RC5F 建物付（土地引渡しまでに除却） 

商業施設跡地 

事 業 の

経 緯

平成 19 年 3 月

 

平成 20 年 3 月

平成 21 年 3 月

平成 22 年 1 月

平成 22 年 3 月

平成 22 年 3 月

 

平成 22 年 3 月

門真市から機構に「まちづくり基本構想有識者懇談

会」への参加要請 

門真市幸福町・中町まちづくり基本構想策定 

門真市幸福町・中町まちづくり基本計画策定 

門真市から「意向把握調査」受託 

門真市より幸福町・中町におけるまちづくり協力要請

門真市・まちづくり協議会・機構で「まちづくり推進に

関する覚書」を締結 

土地取得契約締結 

地

区

の

概

要 

そ の 他  

計  画  諸  元

○ 事業計画概要 

重点密集市街地に連担する商業施設跡地を取得し、市の防災機

能拠点整備と合わせて主要生活道路を整備。 

また、市及び地元で作成した「門真市中町幸福町まちづくり基本計

画」に沿って、主要生活道路整備のための代替地として活用する

等、当地区及び当地区周辺における密集市街地整備に資する土

地活用を検討。 

 

事  項  現行計画  

整備敷地  道路等  合計  

整備面積  
6,320 ㎡ 750 ㎡ 7,070 ㎡ 

整備敷地

用   途  
・住宅  
・まちづくり用地  

 



 

政 策 的

意義 

基準細則第１条第１項第１号ニ（安心・安全）に該当。 

・ 本事業は、「門真市中町・幸福町まちづくり基本計画」に基づき公共

施設の再整備とあわせて道路等を整備することにより、隣接する重

点密集市街地から避難地までの安全な避難路の確保と消防活動困

難区域の解消に資する事業。 

 

基準細則第１条第１項第１号ハ（中心市街地活性化）に該当。 

・ 「門真市中町・幸福町まちづくり基本計画」（H21.3門真市策定）では、

「民間活力及び公的用地を活用することによって居住機能の導入や

低迷している地区内の商店街の活性化を推進し、市の玄関口として

ふさわしいまちづくり」とすることとしている。本事業は、「まちづくり基

本計画」対象区域西側の中町地区と東側の幸福町地区を繋ぐ道路

を整備し回遊性を高め、居住機能を導入することで多世代の居住が

可能な生活支援施設の整備を促進し、駅前商業地域における魅力

ある中心市街地の形成に寄与する事業。 

適
合 

民 間 の

み で は

実 施 困

難 な 要

因 

基準細則第１条第１項第２号イ（リスク）に該当 

・ 本事業は、「まちづくり基本計画」に沿って周辺公共公益施設の再

編・整備と十分に連携・調整しつつ推進していく必要がある。そのた

め、当該地を長期間保有する必要があるとともに、当該地の一部を

代替地で活用する等土地譲渡に制約が出てくることから、民間事業

者のみで負うには事業に内在するリスクが高いと見込まれる。 

 

基準細則第１条第１項第２号二（公共性）に該当 

・ 市と地元協議会は、密集市街地における避難路確保等「まちづくり

基本計画」に沿った市街地整備の早期実現のために、公的機関であ

る機構のまちづくりへの参画を希望。 

適
合 

地方公共

団体の意

向 

市から地元協議会と連携した地区全体のまちづくりへの参画について

要請文を受領
 適

合 

政 

策 

的 

意 

義 

及 

び 

民 

間 

の 

み 

で 

は 

実 

施 

困 

難 

な 

要 
因 

地権者等

の意向 

地元協議会より当該地の取得及びまちづくりへの参画に関する要請

を、また土地所有者より所有地の一部の取得要請を、ともに受領 

適
合 

事業の採算性 
事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業収支は

ともに適正に確保。 

適
合 

事 

業 

実 

施 

基 

準 

の 

適 

合 

状 

況 

適切な民間誘

導 

取得地については、基盤整備を実施後、機構から土地の譲渡を受けて

建物建設を行う民間事業者を公募。 

適
合 

検証結果 

 

適合・不適合（いずれかに○） 

 

 

 

上記検証結果に対す

る事業評価監視委員

会の評価 

 都市再生事業実施基準に従い、適切に検証が行われている。 



 



門真市中町地区

平成22年度 第1回事業評価監視委員会

都市再生事業実施基準
検証結果

平成22年6月14日

独立行政法人都市再生機構















●基準細則第１条第１項第１号二（安心・安全）に該当。

・ 本事業は、「門真市中町・幸福町まちづくり基本計画」に基づき公共施設
の再整備とあわせて道路等を整備することにより、隣接する重点密集市街地
から避難地までの安全な避難路の確保と消防活動困難区域の解消に資す
る事業。

●基準細則第１条第１項第１号ハ（中心市街地活性化）に該当。

・ 「門真市中町・幸福町まちづくり基本計画」（H21.3門真市策定）では、「民
間活力及び公的用地を活用することによって居住機能の導入や低迷してい
る地区内の商店街の活性化を推進し、市の玄関口としてふさわしいまちづく
り」とすることとしている。本事業は、「まちづくり基本計画」対象区域西側の
中町地区と東側の幸福町地区を繋ぐ道路を整備し回遊性を高め、居住機能
を導入することで多世代の居住が可能な生活支援施設の整備を促進し、駅
前商業地域における魅力ある中心市街地の形成に寄与する事業。

適合

政
策
的
意
義

○政策的意義及び○政策的意義及び民間のみでは実施困難な要因①民間のみでは実施困難な要因①

事業実施基準との適合



●基準細則第１条第１項第２号イ（リスク）に該当。

・本事業は、「まちづくり基本計画」に沿って周辺公共公益施設の再編・整備
と十分に連携・調整しつつ推進していく必要があるため、当該地を長期間保
有する必要があるとともに、当該地の一部を代替地で活用する等土地譲渡
に制約が出てくることから、民間事業者のみでは事業に内在するリスクが高
いと見込まれる。

●基準細則第１条第１項第２号二（公共性）に該当。

・ 市と地元協議会は、密集市街地における避難路確保等「まちづくり基本
計画」に沿った市街地整備の早期実現のために、公的機関である機構のま
ちづくりへの参画を希望。

適合

民
間
で
は
実
施
困
難
な
要
因

○政策的意義及び○政策的意義及び民間のみでは実施困難な要因②民間のみでは実施困難な要因②

事業実施基準との適合



●事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業収
支は、ともに適正に確保されている。

□キャッシュフロー（利払い前）

□機構版ＮＰＶ 公表対象外
□事業収支（敷地譲渡） 公表対象外

適合

事
業
の
採
算
性

○○民間のみでは実施困難な要因及び事業の採算性民間のみでは実施困難な要因及び事業の採算性

●市から地元協議会と連携した地区全体のまちづくりへの参画について
要請文を受領。

適合

地
方
公
共
団
体

の
意
向

●地元協議会より当該地の取得及びまちづくりへの参画に関する要請を、
また土地所有者より所有地の一部の取得要請を、ともに受領。

適合

地
権
者
等
の

意
向

公 表 対 象 外
収入

支出

（百万円）

事業実施基準との適合



●取得地については、基盤整備を実施後、機構から土地の譲渡を受けて
建物建設を行う民間事業者を公募。

適合

適
切
な
民
間
誘
導

適 合

検
証
結
果

○適切な民間誘導○適切な民間誘導

事業実施基準との適合



地 区 名 京島三丁目地区 

 所 在 東京都墨田区京島三丁目 

 事 業 手 法 防災街区整備事業 

 地 区 面 積 約 0.2ha 

 採 択 年 度 ― 

位 置

・ 交 通 条 件

京成押上線「京成曳舟駅」徒歩６分、東武伊勢崎線「曳舟」駅徒歩 10

分 

従前の状況

 

【 用 途 地 域 等 】

【 権 利 者 数 】

【土地利用状況 】

 

 

準工業地域(200/80)、準防火（新防火）地域 

14 人（うち土地所有者３人、借地権者７人、借家人４人） 

住宅、駐車場等 

事 業 の

経 緯

H11.7 

H13.12 

 

H13.12 

H19.1 

H21.3 

H21.11 

H21.12 

H22.3 

H22.5 

墨田区からまちづくりへの協力依頼 

「墨田区京島二丁目及び三丁目地区の市街地整備に係る基本

協定」締結 

都市再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ第三次決定（密集市街地の緊急整備） 

都市再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ第十二次決定（密集市街地の緊急整備） 

墨田区から防災街区整備事業の施行要請（任意） 

都市計画決定（特定防災街区整備地区、防災街区整備事業） 

墨田区と「京島三丁目地区の整備事業に関する基本協定」締結

墨田区及び東京都から防災街区整備事業の施行要請（法定） 

事業計画認可申請 

地

区

の

概

要 

そ の 他  

計  画  諸  元

 

○事業計画概要 
・主要生活道路 21 号線の拡幅整備と併せて、老朽建築物の不燃化
を促進することにより、京島地区外周の幹線道路への避難経路及び
延焼防止機能を効率的に形成することで街区全体の防災性能の向
上を図るとともに、密集住宅市街地における良好な住環境を整備す
る。 
 

事  項  現行計画  

整備敷地  道路等  合計  
整備面積  

1,553 ㎡ 297 ㎡ 1,850 ㎡ 

整備敷地

用   途  ・住宅等用地  
 



政策的 

意義 

基準細則第１条第１項第１号イ（国家的プロジェクト）に該当 

・本事業は、都市再生プロジェクト（第三次・第十二次決定）の「密集

市街地の緊急整備」が必要な重点密集市街地に指定されている地

区において、その整備改善のため実施する事業。 

 

基準細則第１条第１項第１号ニ（安心・安全）に該当 

・本事業は、防災上危険な老朽化した木造建築物が密集する地区

において、防災施設建築物を導入することで耐震不燃化を図るとと

もに、主要生活道路等の拡幅・整備により災害時の避難経路を確

保することで防災性の向上を図る事業。 

適

合

民間のみで

は実施困難

な要因 

基準細則第１条第１項第２号イ(リスク)に該当 

・当地区においては、高齢・零細権利者が多く、その生活再建に配慮しつ

つ権利調整を進めていく必要があることから、事業期間長期化のおそ

れがある等民間事業者のみで負うには事業に内在するリスクが高い。 

 

基準細則第１条第１項第２号ロ（収益低位）に該当 

・当地区は、密集市街地に位置しており、周辺の状況から土地の高度利

用が困難であるため、期待される収益が事業費用に対して低位であ

り、民間事業者のみでは適正な収益を得られないことが見込まれる。 

 

基準細則第１条第１項第２号ニ（公共性）に該当 

・本事業は、密集市街地の緊急整備という公共性の高い事業であり、墨

田区は、区有地を本事業のスキーム構築や主要生活道路等の拡幅・

整備のために活用することで、耐震不燃化の促進や防災性の向上を

図っていく必要があることから、公的機関である機構の事業実施を強く

要望。 

適

合

地方公共団

体の意向 

・墨田区は、当地区における主要生活道路等拡幅整備と建築物の不

燃化促進のため、機構による防災街区整備事業の施行を要請（法定

要請及び任意要請）。 

・東京都も、機構による防災街区整備事業の施行を要請（法定要請）。

適

合

政
策
的
意
義
及
び
民
間
の
み
で
は
実
施
困
難
な
要
因 

地権者等の

意向 
基準細則第１条第２項第１号の規定により確認不要。 -

事業の採算性 
・事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業収支

はともに適正に確保。 

適

合

事
業
実
施
基
準
の
適
合
状
況 

適切な民間誘導
・特定事業参加者制度を活用し、防災施設建築物（共同住宅）につい

ては、公募により選定する民間事業者に保留床を譲渡。 

適

合

検証結果 

 

適合・不適合（いずれかに○） 

 

 

 

上記検証結果に対す

る事業評価監視委員

会の評価 

 都市再生事業実施基準に従い、適切に検証が行われている。 



 

京島三丁目地区 

位 置 図 
 

区 域 図 

 

 

0   50    100     200m

主要生活道路 15 号線 

主要生活道路 12 号線

主要生活道路 10 号線

主要生活道路 11 号線 

曳舟駅前地区第一種 

市街地再開発事業 

主要生活道路 21 号線 

京島三丁目地区

防災街区整備事業

（京成押上線）

京成曳舟駅

（東武亀戸線） 

（東武伊勢崎線） 

曳舟駅 



京島三丁目地区

平成22年度 第1回事業評価監視委員会

都市再生事業実施基準
検証結果

平成22年6月14日

独立行政法人都市再生機構











経緯

H13.12 「墨田区京島二丁目及び三丁目地区の市街地整備に関する基
本協定書」締結（対墨田区）

H15.12 改正密集法施行(防災街区整備事業のスキーム創設)

H21.3 墨田区から防災街区整備事業の施行要請（任意）

H11.7 墨田区から機構へまちづくり協力依頼

H21.11 都市計画決定（墨田区）

H22.3 東京都及び墨田区から防災街区整備事業の施行要請（法定）

H13.12 都市再生プロジェクト第三次決定（密集市街地の緊急整備）

H19.1 都市再生プロジェクト第十二次決定（密集市街地の緊急整備）

H22.5 事業計画認可申請

H15.7  重点密集市街地の指定（国交省） ：京島地区179ha

H21.12 「京島三丁目地区の整備事業に関する基本協定」締結(対墨田区)





●基準細則第１条第１項第１号イ（国家的プロジェクト）に該当。

・ 本事業は、都市再生プロジェクト（第三次・第十二次決定）の「密集市街地
の緊急整備」が必要な重点密集市街地に指定されている地区において、そ
の整備改善のため実施する事業。

●基準細則第１条第１項第１号二（安心・安全）に該当。

・ 本事業は、防災上危険な老朽化した木造建築物が密集する地区におい
て、防災施設建築物を導入することで耐震不燃化を図るとともに、主要生活
道路等の拡幅・整備により災害時の避難経路を確保することで防災性の向
上を図る事業。

適合

政
策
的
意
義

○政策的意義及び○政策的意義及び民間のみでは実施困難な要因①民間のみでは実施困難な要因①

事業実施基準との適合



●基準細則第１条第１項第２号イ（リスク）に該当。

・当地区においては、高齢・零細権利者が多く、その生活再建に配慮しつつ
権利調整を進めていく必要があることから、事業期間長期化のおそれがある
等民間事業者のみで負うには事業に内在するリスクが高い。

●基準細則第１条第１項第２号ロ（収益低位）に該当。

・ 当地区は、密集市街地に位置しており、周辺の状況から土地の高度利用
が困難であるため、期待される収益が事業費用に対して低位であり、民間事
業者のみでは適正な収益を得られないことが見込まれる。

●基準細則第１条第１項第２号二（公共性）に該当。

・ 本事業は、密集市街地の緊急整備という公共性の高い事業であり、墨田
区は、区有地を本事業のスキーム構築や主要生活道路等の拡幅整備に活
用することで、耐震不燃化の促進や防災性の向上を図っていくことが必要で
あることから、公的機関である機構の事業実施を強く要望。

適合

民
間
で
は
実
施
困
難
な
要
因

○政策的意義及び○政策的意義及び民間のみでは実施困難な要因②民間のみでは実施困難な要因②

事業実施基準との適合



●事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業収
支は、ともに適正に確保されている。

□キャッシュフロー（利払い前）

□機構版ＮＰＶ 公表対象外
□事業収支（保留床等譲渡） 公表対象外

適合

事
業
の
採
算
性

●墨田区は、当地区における主要生活道路等拡幅整備と建築物の不燃
化促進のため、機構による防災街区整備事業の施行を要請 （法定要請
及び任意要請）。
●東京都も、機構による防災街区整備事業の施行を要請（法定要請）。

適合

地
方
公
共
団
体

の
意
向

●基準細則第１条第２項第１号の規定により確認不要。 適合

地
権
者
等
の

意
向

公 表 対 象 外
収入

支出

（百万円）

事業実施基準との適合
○○民間のみでは実施困難な要因及び事業の採算性民間のみでは実施困難な要因及び事業の採算性



●特定事業参加者制度を活用し、防災施設建築物（共同住宅）について
は、公募により選定する民間事業者に保留床を譲渡。

適合

適
切
な
民
間
誘
導

適 合

検
証
結
果

○適切な民間誘導○適切な民間誘導

事業実施基準との適合



 (2) 共通意見として事業評価監視委員会の意見 

 

地方都市における拠点整備や密集地域の整備改善は、地方公共団体だけでは取り組むことが

難しくなっており、機構が取り組むべき仕事として重要。 

取り組みにあたっては生活者の目線に立って事業を推進するべきである。 

その中でノウハウを蓄積し、アーカイブ化した上で、活用・公開していくことを検討すべき。 

 




